
 

   
 

事務事業名 安全衛生事務 事業コード 0017 

所属コード 013000 課等名 職員課 係名 人事係 

課長名 佐藤 直樹 担当者名 板垣 充 内線番号 2413 

評価分類 □ 一般  □ 公の施設  □ 大規模公共事業  □ 補助金  ■ 内部管理 
 

１ 事務事業の基本情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 概要 

総合計画 

体系（旧） 

施策の柱 信頼される質の高い行政 コード 8 

施策 市民の負託に応える組織の構築・人材の育成 コード 4 

基本事業 組織・人事の適正化 コード 2 

予算費目名(H26) 一般会計  2款 1項 1目  安全衛生管理事務（008-02） 

特記事項(H26)  

事業期間 □単年度  ■単年度繰返  □期間限定複数年度 開始年度 不明年度 

根拠法令等(H26) 労働安全衛生法等 

 

(2) 事務事業の概要 

  労働安全衛生法及び職員安全衛生管理規程に基づき，安全衛生管理を推進するとともに職員

の健康管理に努める。 

 

 

(3) この事務事業を開始したきっかけ（いつ頃どんな経緯で開始されたのか） 

  労働安全衛生法第３条の規定による事業者の責務として，健康診断，各種講習会の開催，研

修会の参加及び健康相談を行っている。 

 

 

(4) 事務事業を取り巻く現在の状況はどうか。(3)からどう変化したか。 

  労働安全衛生法等の改正や厚生労働省からの通知等により，検診項目の見直しや特定検診開

始などの健康診断そのものの見直しの可能性がある。 

平成 20年度から，40 歳以上の職員を対象とした特定健康診査と特定保健指導を実施した。 

平成 23年度は「心の健康づくり計画」を策定し，職員の心の健康づくり及び活気のある職場づ

くりの取組を行った。また，メンタルヘルス不調への対応として，「こころの健康相談員」制

度を新設するなど予防措置を講じたほか，円滑な職場復帰支援と再発防止に向けた職場全体に

よる支援制度の確立を図っている。 

また，平成 23 年度以降は東日本大震災による沿岸被災市町村への職員派遣に対して，メンタ

ルヘルスカウンセリング等の健康管理の取組を実施している。 

 

 

 

（平成 26年度実施事業） 



 

２ 事務事業の実施状況（Do）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 対象（誰が，何が対象か） 

  全職員を対象とする（ただし，上下水道局及び市立病院を除く） 

(2) 対象指標（対象の大きさを示す指標） 

 
(3) 26年度に実施した主な活動・手順 

 ・健康診断，講習会の開催，研修会への参加，健康相談室 

・「心の健康づくり計画」の推進と管理職を対象とした管理職等健康管理講習会の開催 

 ・メンタルヘルス不調への対応として，「こころの健康相談員」制度による予防措置を講じた 

 ・東日本大震災による被災市町村への派遣職員に対するメンタルヘルス対策の徹底 

 ・公務中における職員の死亡事故を受け，公務災害防止の研修の実施 

 

 

(4) 活動指標（事務事業の活動量を示す指標） 

 

(5) 意図（対象をどのように変えるのか） 

  職員の健康管理及び職員自身の健康管理意識の高揚を図るものである。 

 

 

(6) 成果指標（意図の達成度を示す指標） 

指標項目 単位 
23 年度 

実績 

24 年度 

実績 

25 年度 

実績 

26 年度 

見込み 

26 年度 

実績 

A 全職員（ただし，上下水道局及び市立病院を除く） 人 2,468 2,491 2,473 2,470 2,474 

B        

C        

指標項目 単位 
23 年度 

実績 

24 年度 

実績 

25 年度 

実績 

26 年度 

目標値 

26 年度 

実績 

A 各種健康診断の実施回数 回 9 9 10 10 10 

B 講習会・研修会の開催及び参加回数 回 16 15 16 16 17 

C 健康相談室の開催回数 回 89 80 32 96 48 

指標項目 性格 単位 
23 年度 

実績 

24 年度 

実績 

25 年度 

実績 

26 年度 

目標値 

26 年度 

実績 

A 健康診断の受診人数 ■上げる 

□下げる 

□維持 

人 2,568 2,585 2,613 2,600 2,622 

B 講習会・研修会の参加人数 ■上げる 

□下げる 

□維持 

人 593 507 572 600 589 

C 健康診断結果異常なしの割合 ■上げる 

□下げる 

□維持 

％ 55.37 54.5 54.1 55.4 53.2 



 

 
(7) 事業費 

項目 財源内訳 単位 
23 年度実

績 

24 年度実

績 

25 年度実

績 

26 年度 

計画 

26 年度 

実績 

事業費 ①国 千円 0 0 0 0 0 

②県 千円 0 0 0 0 0 

③地方債 千円 0 0 0 0 0 

④一般財源 千円 16,572 15,943 16,456 19,384 17,900 

⑤その他（地方公務員災害

補償基金助成金） 

千円 0 0 0 1,169 1,453 

A 小計 ①～⑤ 千円 16,572 15,943 16,456 20,553 19,353 

人件費 ⑥延べ業務時間数 時間 2,150 2,150 2,150 2,150 2,150 

B 職員人件費 ⑥×4,000

円 

千円 8,600 8,600 8,600 8,600 8,600 

計 トータルコスト A＋B 千円 25,172 24,543 27,206 29,153 27,953 

備考 

 

 

３ 事務事業の評価（See）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 有効性評価（成果の向上余地） 

  向上余地がある。 

  その内容：健康相談事後指導及び健康増進に関する講習会を充実させる。 

       各種健康診断の受診率を向上させる。 

       健康診断結果による要医療者への医療機関受診勧奨を徹底させる。 

 

(2) 効率性評価 

   事業費について，検診項目及び講習会の開催を削減する他なく，検診項目等について法令

で義務付けられているため削減ができないこと。 

   また，人件費についても安全衛生事務を円滑に遂行するための必要最小限の人件費で実施

しているため，削減ができないこと。 

 

 

４ 事務事業の改革案（Plan）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 概要（新しい総合計画体系における位置付け） 

総合計画 

体系（新） 
施策（方針） 信頼される市政の確立 コード 104 

小施策（推進項目） 組織・人事の適正化 コード 1 

 

(2) 改革改善の方向性 

  安全衛生管理体制の一層の充実を図る。 

 

  

  



 

(3) 改革改善に向けて想定される問題点及びその克服方法 

   専属スタッフとしての常勤の保健師の配置による健康管理体制の充実，健康管理システム

の導入による事務の軽減や事後指導の充実，健康管理に関する講習会など健康教育の充実に

は，経費の問題が生じる。 

非常勤保健師の増員や既存の人事管理システムの活用，共済組合等の講師派遣事業等の活

用などにより，最小限の経費増で実施可能な事業を検討するほか，労働安全衛生法改正に対

応するストレスチェックの実施を含め，平成 23年度策定した「心の健康づくり計画」による，

職員の心の健康づくりと活気のある職場づくりの取り組みを推進し，安全衛生管理体制の充

実を図っていく。 

５ 課長意見・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 今後の方向性 

□ 現状維持（従来どおりで特に改革改善をしない） 

■ 改革改善を行う（事業の統廃合・連携を含む） 

□ 終了・廃止・休止 

 

(2) 全体総括・今後の改革改善の内容 

  労働安全衛生法及び職員安全衛生管理規程に基づき，各種健康診断の実施，健康教育の実施，

公務災害の防止等職員の安全と健康管理に努めた。 

  特に，平成 25 年 11 月に発生した公務中の作業における職員の死亡事故を受け，公務災害防

止に向けた研修会の開催や職場における環境整備など，再発防止に向けた取組を行ったが，周

知徹底を図るため，継続した取組を進める必要がある。 

  メンタルヘルス対策としては，平成 23年９月に策定した「職員心の健康づくり計画」に基づ

き，管理職を対象とした研修会の実施のほか，精神科産業医，心の健康相談員及び保健師によ

るメンタル相談，所属長面談による職場内コミュニケーションの円滑化等を推進した。 

  引き続き，職員の健康管理により公務能率の維持向上を図る観点から，健康診断や必要な事

後指導を行うとともに，受診していない職員に対する指導を強化し，職員の健康管理に対する

自覚を促すなど，より適切な健康指導や健康教育の実施に努める必要がある。 

  また，ワーク・ライフ・バランス推進の観点を含め，長時間労働による職員のメンタルヘル

スを含めた健康障害を防止するため，時間外勤務の縮減に向け，毎年，指針を定めて全庁的な

取組を行っており，引き続き，管理職による時間外勤務の管理を徹底することにより，縮減を

一層進める必要がある。 


